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資料１ 
平成３０年度 第６回 

新潟市地域密着型サービス運営委員会 

平成３１年２月２１日開催 

介護予防支援事業所の指定について（案） 

＜指定申請事業者情報＞ 

指定を受けようとする 

サービスの種類 
 介護予防支援 

申
請
者

名 称  セコム上信越株式会社 

主たる事務所の所在地  新潟県新潟市中央区新光町１番地１０ 

代表者の職名・氏名  代表取締役 竹田
たけだ

 正弘
まさひろ

事

業

所

名 称  地域包括支援センター山の下 

所在地  新潟市東区秋葉１丁目１番１５号 

管理者  小山
こやま

 寿雄
としお

通常の事業の実施地域 東区（山の下圏域） 

＜事業者指定を行う方針＞ 

指定（案） 
 上記の事業所について指定の申請があったため、介護保険法の規定に基づき、指定

を行うことを提案します。 

提案理由 

 「山の下・藤見・下山圏域」を「山の下圏域」及び「藤見・下山圏域」に分割する

ことに伴い、新たに地域包括支援センターの設置が必要な「山の下圏域」に地域包括

支援センターを設置するもの。 

指定の根拠 

（１）指定介護予防支援事業者の指定は、地域包括支援センターの設置者の申請によ

り、介護予防支援事業を行う事業所ごとに行う。 

  （介護保険法（以下「法」という。）第１１５条の２２第１項） 

（２）指定を行うにあたり、法及び「新潟市指定介護予防支援等の事業の人員及び運

営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基

準に関する条例」により規定された人員、設備及び運営に関する基準を満たして

いる。 

  （法第１１５条の２４第１項、新潟市条例第４号（平成２７年３月２０日）） 

指定予定年月日  平成３１年３月１日
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＜介護予防支援事業の人員、設備及び運営に関する基準等＞

基

準
指定に係る審査項目 申 請 内 容 

審査 

結果 

１

人
員
に
関
す
る
基
準

(1) 従業者の員数 

１以上の員数の指定介護予防支援の提供に当たる

必要な数の指定介護予防支援に関する知識を有する

職員を置かなければならない。 

４名の職員を配置することを勤

務形態一覧表等により確認した。
○ 

(2) 管理者 

常勤であり、専らその職務に従事する者であるこ

と。ただし、当該事業所の管理上支障がない場合は、

当該事業所の他の職務に従事し、又は当該指定介護予

防支援事業者である地域包括支援センターの職務に

従事することができる。 

勤務形態一覧表等により、管理者

が左記要件を満たすことを確認

した。 

○ 

２

設
備
に
関
す
る
基
準

(1) 設備及び備品等 

事業の運営を行うために必要な広さを有する専用

の区画を設けるほか、必要な設備及び備品等を備えて

あること。 

プライバシーが守られる相談室

や鍵付き書庫など、事業に必要な

設備、備品を備えていることを確

認した。 

○ 

３

運
営
に
関
す
る
基
準

(1) 運営規程 

次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程を定めてあること。 

① 事業の目的及び運営の方針 

事業所の運営規程により、左記の

①～⑥の項目が規定されている

ことを確認した。 

○ 

② 従業者の職種、員数及び職務の内容 

 ③ 営業日及び営業時間 

④ 指定介護予防支援の提供方法、内容及び利用料

その他の費用額 

 ⑤ 通常の事業の実施地域 

 ⑥ その他運営に関する重要事項 

(2) 勤務体制の確保等 

利用者に対し適切なサービスを提供できるよう、事

業所ごとに従業者の勤務の体制を定めてあること。 

従業者の勤務体制及び雇用状況

について、勤務形態一覧表等によ

り確認した。 

○ 

(3) 掲 示 

事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、介護従

業者の勤務の体制その他利用申込者のサービスの選

択に資すると認められる重要事項を掲示すること。 

現地において、運営規程の概要、

従業者の勤務体制及び重要事項

等が、事務室内相談室に掲示され

ていることを確認した。 

○ 



3 

(4) 苦情処理 

利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に

対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置

する等の必要な措置が講じられていること。 

利用者等からの相談又は苦情等

に対応する常設の窓口を当該事

業所内に設置し、苦情及び相談を

受け付ける体制が整備されてい

ることを確認した。 

○ 

(5) 事故発生時の対応 

事業者は、サービス提供により賠償すべき事故が発

生した場合には、損害賠償が速やかに行える措置を講

じておくこと。 

損害賠償保険に加入しているこ

とを確認した。 
○ 

(6) 関係機関との連携 

事業の運営に当たっては、関係市町村、居宅介護支

援事業所、その他の介護保険施設等との連携に努めな

ればならない。 

左記関係機関等との連携策につ

いて確認した。 
○ 
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 次のいずれかに該当するときは指定をしてはならない。

（介護保険法第１１５条の２２第２項） 

（１）法人でない 

（２）人員基準が未達 

（３）設備・運営基準に従った適正な運営ができないと認

められる 

（４）禁固以上の刑を受け、執行が終わるか執行されなく

なるまで 

（５）介護保険法その他国民の保健医療・福祉に関する所

定の法律により罰金刑を受け、執行が終わるか執行さ

れなくなるまで 

（６）労働法規により罰金の刑を受け、執行が終わるか執

行されなくなるまで 

（７）社会保険料等について滞納処分を受け、引き続き滞

納している 

（８）指定取消要件法第１１５条の２９により指定を取消

され、５年を経過していない（組織的関与が認められ

ない場合を除く） 

（９）申請者と密接な関係を有する者が、法第１１５条の

２９の指定取消要件により指定を取消され、５年を経

過していない（組織的関与が認められない場合を除

く） 

（10）指定取消要件法第１１５条の２９による取消処分の

通知日から処分日等までの間に事業廃止の届出また

は指定の辞退を行い、５年を経過していない 

（11）(10)の期間内に、事業の廃止の届出等があった場合、

(10)の処分の通知日前６０日以内に役員等であり、廃

止の届出等から、５年を経過していない 

（12）申請前５年以内に居宅サービス等に関し不正または

著しく不当な行為をした 

（13）役員等のうち、次に該当する者がある 

  ①前記（４）～（８）、（10）～（12）に該当 

  ②指定取消要件法第１１５条の２９により指定取消

となった法人（または前記（10）の法人）の、処分

通知日前６０日以内の役員等で、取消日（または届

出・辞退の日）から５年を経過していない 

申請者及び法人の役員（事業所の

管理者を含む。）が、法第１１５

条の２２第２項各号に該当しな

い者であることを書面により誓

約している。 

○ 



参考資料１－１
平成３０年度 第６回 

新潟市地域密着型サービス運営委員会 

平成３１年２月２１日開催 

地域包括支援センターの業務と介護予防支援について 

○ 総合相談支援業務 
地域の高齢者が、住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくことができるようにするため、
どのような支援が必要かを把握し、地域における適切なサービス、関係機関及び制度の利用につなげる等の
支援を行います。 

○ 権利擁護業務 
高齢者虐待・消費者被害の防止及び対応や、成年後見制度の利用促進など判断能力を欠く状況にあ
る人への支援等を行います。

○ 包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 
個々の高齢者の状況や変化に応じた包括的・継続的なケアマネジメントを介護支援専門員が実践するこ

とができるように地域の基盤を整えるとともに個々の介護支援専門員へのサポートを行います。 

○ 介護予防ケアマネジメント業務 
基本チェックリスト該当者（事業対象者）に対して、介護予防及び日常生活支援を目的として、適切な
サービスが実施されるよう必要な援助を行います。

○ 介護予防支援 
介護保険における予防給付の対象となる要支援者が介護予防サービスの適切な利用等を行うことができ

よう、ケアマネジメント業務を行います。 

事業対象者

地域包括支援センターは、介護や福祉に関する地域の総合相談窓口です。 
保健師、主任介護支援専門員、社会福祉士などの専門職が連携し、地域包括ケアシステムの中核を担
う機関として、地域の高齢者の生活を支える多様な業務を行っています。


